
（様式第 1） 記入例 

燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金 

（燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業） 

交付申請書 

  ○○×× 年  ○ 月 ○ 日   

一般社団法人 次世代自動車振興センター 

 代表理事   堀 洋一     殿     申請者 

 

 

 

 

燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金（燃料電池自動車用水素供給設備設置

補助事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。  

なお、適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規

程の定めるところに従うことを承知の上申請します。 

記 

 

申  請  内  容 

名      称  ○○ 水素ステーション 

設 置 事 業 所 住 所 ○○県○○市△△区□□町○丁目△番□号 

 

補助対象設備概要 

 

    新設      増設・改造 

           オンサイト  /   オフサイト  /  移動式 
供給方式 
           燃料電池バス対応 ／ パッケージ／ 液化水素対応設備 

水素供給能力       ３００Nm³/h 以上   /    5０Nm³/h 以上 

水素集中製造設備     （供給先：         設備） 

補  助  対  象  経  費       550,000,000    円 

補  助  金  申  請  額       290,000,000    円 
この施設に対して受ける本補

助金以外の補助金 の有無  
有   無  「 有 」 を 選 択 し た 

場 合 そ の 名 称 
 

当該施設等の総敷地面積      800   ｍ² （うち当該当設備に係る使用面積        400 ｍ²） 

本補助事業に係る取引先との利益排除の対象となる関係の有無 有   無 

 

     情報欄       担当者 

着 手 予 定 月  ○○×× 年   5 月 氏 名 虎ノ門  太郎 

完 了 予 定 月  ○○×× 年   2 月 所 属 本社 ××部 

実績報告書提出予定月 ○○×× 年   2 月 電 話 / F A X 03-0000-0000 

 

 

メ ール ア ド レ ス taro.toranomon @ xxx.co.jp 

住 所 〒 △△県××市○○町△丁目□番〇号 

 

申請者への連絡事項・センター使用欄 

 

 

 

 

受付印欄 受領印欄 

  

（注）交付規程第６条２項２号に定める書類を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住   所  〒123-4567 

       東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 12 号 

氏名又は名称   ○○○○株式会社 

及び代表者名   ○○ □△                        登録印 

捨
印 

② 補助対象設備概要 

・該当するものに〇をする 

・移動式に該当する場合、設置事業所住所と運用場所住所を付表２に記載すること 

・水素集中製造設備に該当する場合、供給先水素供給設備数を記載し、その供給先の

詳細を付表３に記載すること 

 

 ③ 補助対象経費・補助金申請額 

・移動式及びパッケージを含むものについては、補助対象経費の３分の２と補助上限

額を比べて低い金額とする 

上記以外は補助対象経費の２分の１と補助上限額を比べて低い金額とする 

・液化水素対応設備をオフサイト方式設備に付加して設置する場合、 

補助対象経費・補助金申請額は「オフサイト方式」、「液化水素対応設備」を分離

して計上し、合計金額と其々の金額を欄内に記入する 

⑥  連名申請の場合は、代表の担当者について記載する 

⑤ 情報欄 

・着手予定月は工事契約予定月とする。また、交付決定予定より後であること 

・完了予定月は設置工事・代金支払いの両方を終えた「補助事業の完了」の月とする  

・年号は和暦で記入する 

① 連名申請の場合、下記を参考に申請者欄を広げて併記し作成すること 

 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 

⑤

⑦

⑧

⑨

⑩ 

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 

住   所  〒123-4567                     〒123-8901 

東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 12 号   東京都港区虎ノ門一丁目 6 番 12 号 

氏名又は名称 ○○○○株式会社               △△商事株式会社 

及び代表者名 ○○ □△           登録印       □□ 〇△              登録印 

④ 本補助事業に係る取引先との利益排除の対象となる関係の有無欄 

・補助事業者が以下の①～③の関係にある会社から調達を受ける可能性がある場合は

「有」に○をつける 

①補助事業者自身 

②１００％同一の資本に属するグループ企業 

③補助事業者の関係会社(上記②を除く) 

※実際に利益等排除を行うか否かではなく、関係性の有無について記載する 

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 



別添  記入例 

 

役員名簿 

氏名カナ 氏名漢字 
生年月日 

性別 会社名 役職名 
和暦 年 月 日 

ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ 訓練 実施 S 30 03 04 M 株式会社訓練 代表取締役社長 

ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ 東北 一郎 S 40 01 01 M 株式会社訓練 常務取締役 

ｶﾝｻｲ ﾊﾅｺ 関西 花子 S 45 12 24 F 株式会社訓練 取締役営業本部長 

ﾆﾎﾝ ﾀﾛｳ 日本 太郎 S 45 05 18 M 株式会社訓練 監査役 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

（注） 

 役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名

漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和は

S、平成は H、数字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び役

職名を記載する。（上記記載例参照）。 

 また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アル

ファベットのカナ読みを記載すること。 

 

 



 

 

（様式１付表１）記入例  補助対象設備及び補助対象経費 

  内   訳  金額(概算) 消費税 計  
 
 
 
 
 
 
 

機

器

費 

1 受電設備 7,000,000   

2 原料ガス設備 4,000,000   

3 水素製造装置 155,000,000   

4 液化水素貯槽・気化器  ② 0   

5 水素燃料輸送用設備・接続装置 8,000,000   

6 圧縮機 125,000,000   

7 蓄圧器 60,000,000   

8 ディスペンサー 45,000,000   

9 プレクーラー 40,000,000   

10 冷却水装置 3,000,000   

11 計装空気設備・窒素設備 2,000,000   

12 散水設備・貯水槽 4,000,000   

13 制御装置・監視装置・検知警報設備 9,000,000   

14 その他設備 0   

 機器費小計 462,000,000   

 
 
 
 
 

設

置

工

事

費

等 

15 設計費 13,000,000   

16 官公庁申請費 1,000,000   

17 基礎工事費 6,000,000   

18 撤去工事費 ③ 6,000,000   

19 現地配管工事 10,000,000   

20 据付工事費 6,000,000   

21 試運転調整費 7,000,000   

22 舗装工事費 4,500,000   

23 給排水設備工事費 5,500,000   

24 照明設備工事費 2,000,000   

25 電気工事費 9,000,000   

26 共通仮設費   ④ 2,500,000   

27 現場管理費   ④ 7,500,000   

28 一般管理費   ④ 8,000,000   

29 諸経費 0   

30 工事負担金 0   

 設置工事費等小計 88,000,000   

  合計（概算） 550,000,000 44,000,000    594,000,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 金額（概算） 

・当該補助対象設備だけを分離した経費であること（補助対象外の経費を含めない） 
・金額（概算）は作成要領Ⅱ-Ⅰ．３（４）補助対象範囲の内訳（定義）に沿って積算

し記入する 

・「１９．現地配管工事」「２３．給排水工事費」「２４．照明設備工事費」については、

配管材料又は機器を含めて計上する 
・「１４．その他設備」「２９．諸経費」に計上する経費があるときは予めセンターに

相談すること 

・金額は円単位 

② 液化水素対応設備の場合 

・当該オフサイト方式水素供給設備と液化水素対応設備の経費を別に計上し、付表 1「補

助対象設備及び補助対象経費」を２枚作成する 

・「４．液化水素貯槽・気化器」「１５．設計費」～「３０．工事負担金」を記入する

④「公共建築工事共通費積算基準（平成２８年１２月版）」による額を越えない

こと  
 （「公共建築工事積算基準（平成２８年１２月版）」に準ずる） 

③ 撤去工事費は、水素供給設備を設置するに必要な撤去工事であり、設置設備の投影

面積の範囲の撤去及び現状復帰工事費とする 

・撤去された設備の移設・処理や土壌の処分は対象外とする 

①  



  

 （様式１付表２）記入例 移動式水素供給設備の運用場所 

 

 

名  称  ○○ 水素ステーション 

設置事業所住所  ○○県○○市△△区□□町○丁目△番□号 

運用場所住所１  〇×県○○○市×××町□丁目〇番〇号 

運用場所住所２  △△県□□□市○○町○丁目△番□号 

運用場所住所３   

 

 

 

 

 



 

 

（様式１付表３）記入例   水素集中製造設備から水素を供給する水素供給先設備の一覧  

   

  水素集中製造設備名称  ：  ○○事業所 

   

  設置事業所住所     ：  ○○県○○市△△区□□町○丁目△番□号 

   

  供給先設備名称 住  所 交付決定番号 完成日/完成予定日 

1 ABC 水素ステーション XX 県 AB 市 XX 町 X 丁目 X 番 X 号 -水素-第 2600A 号 平成２７年１月ＸＸ日 

2 DEF 水素ステーション XX 県 DE 市 XX 町 X 丁目 X 番 X 号 -水素-第 2600D 号 平成２７年１月ＸＸ日 

3 GHI 水素ステーション XX 県 GH 市 XX 町 X 丁目 X 番 X 号 -水素-第 2600G 号 平成２７年１月ＸＸ日 

4 JKL 水素ステーション XX 県 JK 市 XX 町 X 丁目 X 番 X 号 -水素-第 2600J 号 平成２７年２月ＸＸ日 

5 MNO 水素ステーション XX 県 MN 市 XX 町 X 丁目 X 番 X 号 -水素-第 2800F 号 平成２９年２月ＸＸ日 

6 PQR 水素ステーション XX 県 PQ 市 X 町 X 丁目 X 番 X 号 
 

○○××年２月 

7 STU 水素ステーション XX 県 ST 市 X 町 X 丁目 X 番 X 号 
 

○○××年２月 

8 VWX 水素ステーション XX 県 VW 市 XX 町 X 丁目 X 番 X 号 
 

○○××年２月 

9         

10         

（注）同時に申請する供給先設備の場合については、交付決定番号欄は空欄とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 完成日／完成予定日とは、高圧ガス製造設備完成検査証の検査日（検査予定月）とする 

 

 

 

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 

② 同時に申請する供給先設備の場合については、交付決定番号欄は空欄とする 

①  



（様式細１－２） 記入例 

随意契約時の選定理由書 

○○××年 ○月 ○日 

 

一般社団法人 次世代自動車振興センター 

代表理事   堀 洋一 殿 

                        （申請者） 

                         

住所 

名称(又は氏名) 

代表者役職・氏名         登録印 

                             

  本件「○○○○○○○○○○○○設置工事」の業者選定(売買・請負・その他契約)に際し、以下理由により随意

契約にて執り行うことを、報告致します。 

 

１．品名 

  ○○式圧縮機 

 

２．選定品 

  △△株式会社製 ○○式圧縮機 （仕様；・・・・・・、型番；・・・・） 

 

３．選定先業者 

  株式会社×× 

 

 

４．設備機器の概要（当該選定品の概要、必要性、利用目的） 

 △△株式会社製 ○○式圧縮機は以下に述べるような原理であることから、○○○○の特徴があり、○○性に

優れ、××の観点から使用するものである。 

原理；・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

５．選定理由（当該設備機器等に必要不可欠な機能、性能等及びその必要理由を記載すると共に当該選定品及び業者

選定理由を記載） 

計画している水素供給設備の○○○○（仕様、前提条件、制約条件など）より、他の装置（例えば□□社製×

×式圧縮機）ではその条件を満たせない。当該条件を満たすものが△△株式会社製○○式圧縮機（仕様；・・・・・・、

型番；・・・・）のみであり、この装置を使用する必要がある。 

当該装置の輸入代理店が株式会社××一社のみであるため、株式会社××に特命発注するものである。 

なお、価格交渉については現時点で完了しておらず、今後、株式会社××に対し、合理的根拠をもとに価格低

減を要請し、適切な価格で発注を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 設備機器を選定する場合は、その機器を特定した理由を具体的に説明すること。 

なお、一般競争又は指名競争に付す際の仕様・前提条件の一部として特定の機器の採用を

指定する場合は、「随意契約時選定理由書」の提出は不要です。 

 

①  

② 一社を特定して選定する場合は、「実績がある」などの理由では無く、絶対にその業者で

なければならない理由を、明確に説明すること。 

価格交渉の内容についても説明すること。 
② 



 
（様式細３）記入例 

 
 

燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金 

（燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業） 

 （水素供給設備） 資金調達計画書 
 
 

 
 
 

当該事業に係る所要金額 ①   ６００，０００千円 
 
 
 
 

（単位：千円） 
 

 
 
 
 
 
 
資 

金 

調 

達 

計 

画 

 

資金調達先  
 

資金調達金額  
 

備 
 

考 
 

自 
 

己 
 

資 
 

金 ２６０，０００  
 

借 
 

入 
 

金             

 

 

 

（ 市 中 銀 行 ）  ②   ５０，０００   

 

（ 
 

そ の 他 ）   
 

補 
 

助 金  ③  ２９０，０００  自己資金 

 

そ 
 

の 他   
 

計 ６００，０００  
 

 

（注）・補助金による調達額については、補助金が交付されるまでの間の資金手当て方法 

（調達先、金額）を備考欄に記入してください。 

・千円未満は切り捨て。 

・借入に当たり、当該水素供給設備を担保とする予定がある場合には、 備考欄に 

 記入してください。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 「当該事業に係る所要金額」は、補助対象経費に補助対象外経費を加えた工事全体

の経費を記入すること 

 

② 借入に当たり水素供給設備を担保とする予定が有る場合はその旨記入すること。 

 

なおこの場合は財産処分に該当するので予め「財産処分承認申請書(様式１４)」を

センターに提出し、「財産処分承認結果通知書(様式第１５)」によりその承認を受

ける必要が有ります 

 

③ 補助金が交付されるまでの間の資金手当て方法を記載すること 



（様式細４－１）記入例 
 

 

燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金 

（燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業） 

水 素 供 給 設 備 設 置 調 査 書  

１．水素供給設備を必要とする理由 

燃料電池自動車への水素供給ビジネスは将来有望と考えておりその布石を打つ。 

燃料電池自動車の普及を図るために水素供給設備の先行整備を実施する。 

○○県での普及を図るために××市にステーションを設置する。 

 

 

２．当該設備を設置することにより期待される効果 

水素供給設備を先行整備することにより、燃料自動車の販売に弾みがつくことが期待される。 

 

 

 

３．事業性の検討（別添含） 

燃料電池自動車販売見込みに基づく採算は別添の通りである。 

具体的には、燃料電池自動車普及見込みについて、○○会社（自動車メーカー）等の協議を踏まえ一

定の需要が見込める地域であり、○○年からの黒字化を見込む。 

なお、○○県が策定している（または、策定見込みの）燃料電池自動車等の地域導入の計画等からな

る燃料電池自動車普及促進のための計画を踏まえた計画であり、自治体等との連携を前提とした事業

である。また、申請に際しては、適宜アドバイスを受ける。 

 
 

４．設備運用の方法（運用委託の場合は、内諾を示す資料を添付） 

水素供給設備の運用は△△株式会社に委託する。(添付資料参照） 

尚、万が一 △△株式会社との契約が不調となった場合には、弊社が責任を持って運用する所存であ

る。 

 

 

５．その他 

地球環境問題に関しては、社会的にも地球規模でも対策が必要である。当社としても 

地球温暖化対策として水素の利用を推進しており、燃料電池車の普及、ＰＲを実施す 

るため水素供給設備を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 採算性の例 

 

 

△△県　□□ステーション　水素供給設備設置計画

○○自動車との協議、△△県の計画を踏まえ、以下の事業計画を策定。

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
○○自動車販売計画(台/年） 10 20 50 100 150 200 200 200 200
△△県の燃料電池自動車導入（台/年） 2 4 4 10
販売台数計（台/年） 12 24 54 110 150 200 200 200 200
延べ販売台数（年） 12 36 90 200 350 550 750 950 1,150

年間利用延べ回数（延べ×90回）※ 1,080 3,240 8,100 18,000 31,500 49,500 67,500 85,500 103,500
20円/N㎥×50N㎥/回=1000円/回
売上 百万円/年 1 3 8 18 32 50 68 86 104
経費・人件費他 百万円/年 5 5 5 5 10 10 10 10 10 10
営業利益 百万円/年 △ 5 △ 4 △ 2 3 8 22 40 58 76 94

減価償却＝240百万円/8年 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30
利益 百万円/年 △ 35 △ 34 △ 32 △ 27 △ 22 △ 9 10 28 76 94
累積 百万円 △ 35 △ 69 △ 101 △ 128 △ 150 △ 158 △ 149 △ 121 △ 46 48

※）１台が４日間に１回給ガスすると、年間９０回の延べ台数となると試算。

③ 運用委託の内諾書の例（補助事業者；□□株式会社、運営委託先；△△株式会社） 

------------------------------------------------------------------------------------- 

□□株式会社殿 

 

この度御社が建設する□□ステーションの運営に関しては、弊社が受託する旨 

ご連絡申し上げます。 

                      △△株式会社 

代表取締役社長 ▽▽ ▽▽ 

① 移動式及び集中製造設備の場合は、日・週単位等の運用計画を添付すること。 

＜移動式＞ 

・運用場所及び水素補充場所を明示し、運用場所における営業計画を、水素充填場所から運用場所

への移動時間、水素補充時間等を考慮して作成すること 

＜集中製造設備＞ 

・水素製造能力、トレーラーへの水素充填能力、水素供給先の需要想定等を勘案し、水素製造、ト

レーラーの運行を含めた全体の運用計画を示すこと 

①  
②  

③  

 
 


